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今後の方向性について 論点例①

■海溝型地震の発生予測手法の開発に向けた研究開発

・新総合基本施策では、基本目標の達成に向けた取組として、「海溝型地震の物理モデル構築の
ための調査研究」、「海溝型地震の発生予測手法の開発」を行うこととされている。

・この数年間でプレート境界における多様な滑り現象の発見、海底地殻変動観測による固着状況
の解明、海溝型地震のシミュレーション手法の開発等、着実に成果は上がってきている。

・一方で、これらの研究成果は、まだ地震本部の長期評価等に活用できるフェーズには至っていな
いのが現状（地震本部による長期評価は、過去の地震の発生履歴をもとにした統計的手法がメイ
ン）。

◎今後の地震調査研究の２０年、３０年を見据えたとき、この分野の調査観測研究について、今後
１０年間をどのように推進すべきか。
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今後の方向性について 論点例②

■海域における地震・津波観測網の整備

・新総合基本施策では、基本目標の達成に向けた取組として、「海域における重点的なリアルタイ
ム地震観測網の整備」、「海域における津波観測網の整備」を行うこととされている。

・大規模な海域における地震・津波観測網として、ＤＯＮＥＴ１，２、Ｓ－ｎｅｔが整備され、一部のデー
タはすでに地方公共団体、気象庁等に活用され始めていることは大きな成果。

・南海トラフの西側の空白域に整備すべきシステムについては、海域ＷＧにおいて中間とりまとめが
行われており、平成３０年度概算要求でも調査費を要求しているところ。
・今後、さらに幅広い海域に拡大していくことを考えたとき、整備・運用コストが大きな課題。

◎今後の地震調査研究の２０年、３０年先を見据えたとき、大きなコストが必要となる観測網の拡大
をどのように考えるべきか。また、拡大を可能とする取組（コスト減につながる技術開発等）を実施
すべきではないか。
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今後の方向性について 論点例③

■津波即時予測技術の開発

・新総合基本施策では、基本目標として、「高精度な津波即時予測技術の開発」が掲げられている。

・津波即時予測技術の開発は様々な機関で取り組まれており、実際にＤＯＮＥＴを活用したシステム、
ＳＩＰで実施されているＳ－ｎｅｔを活用したシステム等が実際に地方自治体等に実装され始めている
ことは大きな成果。

◎こうした先例を活用しつつ、津波即時予測を我が国の他の地域に展開していくために、今後１０
年間、どのような取組が必要か。

○リアルタイム波形表示

DONET観測データ

（地震・津波）

予測結果を表示

○津波即時予測

津波
データ
ベース

津波即時予測システム

地方自治体や民間企業等の地震・津波防災対策に活用
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